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Ⅰ　判例の流れ

3　現在の状況

（1）司法判断適合性を否定する諸判決
2では司法判断適合性が拡大していることを指摘したが、他方で、これを
否定する判決が―1998年人権法施行以後にも―存在することはたしか
である。

① 　R （on the application of Campaign for Nuclear Disarmament） v Prime 

Minister of the United Kingdom and Others（1）

2002年のイラクに大量破壊兵器に関する申告・査察等を求める国連決議

（1）  ［2002］ EWHC 2777 （Admin）.
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の意味に関する宣言的判決を求めた事件である。

【事案】　反戦運動を行っている団体である原告が、国連決議 1441号の意味
に関して、イラクがこの決議の条件に従わなかった場合に軍事行動をとるこ
とをこの決議が認めているのか否かを問題として、もしイギリス政府がイラ
クに軍事行動をとるならば国際法に違反して行為することになる旨の宣言的
判決を求めた。

【判旨】　Brown裁判官は、本件における予備的な争点の主なものは司法判
断適合性であるとしたうえ、「ここでの問題を最もよく単純に定式化する
と、『裁判所はこの実体的な申請を裁量で受け入れるべきか』ということで
ある」とし、「これは、あからさまにいえば、勧告的宣言の申請である。こ
の形式で救済を与える裁判所の管轄は、それが行使されるのが稀であるとし
ても、疑うことはできない。しかし、ここで行使すべきなのか？それが、本
件の予備的審理で決すべき決定的な問題である」とする（para. 16）。この
点、国内法上の権利利益の確定に関わらない、純粋に国際法上の文書の意味
を国内裁判所は宣言するべきではないこと（para. 36）、本件の国連決議に関
する特定の見解を公にすることは国際関係上の行動に影響を与え、また交渉
の際にイギリスの手を縛ることになることから国益を害すること（para. 

41）、実体的な争点に関する審理に入ることだけで政府は何らかの見解を示
さなければいけなくなること（para. 43）、勧告的意見は明らかに十分な理由
がない限り行うべきではないところ、本件にかかる理由はないこと（para. 

46）などから、司法審査申請の許可は与えつつ実体的な審理に入る前の段階
で訴えを斥けるべきだとした。

Kay裁判官も、司法審査申請の許可は与えるが実体的な審理に入る前に申
請を斥けるべきだとする。GCHQ判決（2（2）参照）を参照して、大権上の
権限の将来の行使が司法審査に服するか否かを決定する要素は、法源ではな
く主題だとしたうえで、本件の申請を斥ける第一の理由として、主題が「禁
止区域」のひとつであることを挙げる。そして、「このことは司法の裁量の
行使によるものではなく、原理の問題である」とも述べる。その理由は、そ
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う解すれば実体的な検討に立ち入らずに申請を斥けるからであるとする。
Everett判決などを参照して「禁止領域」が狭くなってきていることを認め
つつも「外交政策及び軍隊の動員は司法判断不適合のままである」のであっ
て、「このことが私が本件申請を拒否する第一の根拠である」という。また
別の根拠として、Brown裁判官が示す国際法上の問題であるという点も挙
げて、「『国際法』の根拠が司法判断可能性というよりむしろ管轄権だと分類
する方がより適切であることに同意する」とも述べる（para. 50）。

Richards裁判官も、司法審査申請の許可は与えるが実体的な審理に入る前
に申請を斥けるべきだとする。まず、例外的な場面では勧告的意見を行うこ
とは排除されない―ただし、そのような名称を用いるのは避けるべきだ
とする―が、本件はそのような場面ではなく、むしろ、政府は意識的に
本件決議の解釈を示していないので原告が主張するような方向に進むとはい
えないこと、また政府は法律専門家の助言を聞いたうえでそのような態度を
取っているのであるから裁判所が意見を示すべきでないこと、政府の側が本
件はセンシティヴな問題であり政府が何らかの確定的な見解を示すことが国
益を害すると述べていることが説得的であること、政府を実体的な審理に引
き入れることがその立場を超えさせることになり裁判所と行政府との間の関
係にも緊張を孕ませることなどから、宣言的な救済を付与することを考える
べきではないとする（paras. 52-56）。
また、Richards裁判官は、この請求が認められない理由として、外交と防
衛という行政府が排他的な責任を負う領域に裁判所が立ち入ることになるこ
とも挙げる。「法的な争点は実際には国際関係上の行動と切り離すことはで
きない」ので、本件で裁判所が解釈を示すと、「裁判所が政府の国際関係上
の行動に干渉し、損害を与えることになる」ため、「禁止区域」に入ること
になるとする。また、「本件の請求は軍隊の現実の使用と外交上の圧力の行
使に関する政府の行動の自由を予め縛ろうとするものであり、……外交と防
衛の領域に立ち入らせることになる」ところ「戦争の宣言や軍隊の第三国に
対する武力行使の承認に関する政府の決定に国内裁判所が異議申立てをする
ことは考えられない。これは司法判断不適合な決定の古典的な例である」と
する（para. 59）。やや興味深いのは、この後で、司法判断適合性について次
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のような考え方を示唆していることである。いわく、「司法判断適合性は、
裁量の場面であると思う。これと対照されるのは、裁判所の管轄権である。
私は、司法判断適合性が管轄権に関する概念ではないという見解を支持する
が、それは、純粋に裁量的な考慮要素というより、法的なルールと関わるも
のであるように思われる。このルールとは、少なくとも本件の文脈において
は、司法の専門性並びに我が国の憲法上の配置の下で裁判所の役割と行政府
の責任との間にある固有の境界を認識することによって裁判所が自らに課し
たルールである。従って、司法判断不適合性の根拠に基づく［審査を行うこ
とへの］異議は、本件請求を受け入れることを拒否する、別の、付加的な理
由を提供している」（para. 60）。
さらに、国際法の文書の意味の宣言を国内裁判所に求めているものであ
り、国内法の下での私的な権利義務の画定と関わる事情など例外的に判断が
認められる場合にも当たらないことも、この請求が認められない理由である
とする（para. 61）。

【コメント】　純粋に国連決議の特定の解釈を宣言的判決で求めた事案であ
り、国連決議という国際法文書の解釈を国内法の下での私的な権利義務の画
定とは無関係に行うことを求める点でも、外交と防衛という政府が責任をも
つ―Kay裁判官は「禁止区域」に含まれると明言する―領域に関わる点
でも、請求を斥けるべきだとされた。1998年人権法施行以後の判決ではあ
るが、事案の性質に鑑みると、このような判断となることは理解できる。本
判決が後の事件で先例として用いられることはあまりないようであるが、
Brown裁判官や Kay裁判官は、国際法の解釈を国内裁判所ができないこと
は司法判断適合性というより管轄権の問題だとすること、また Richards裁
判官が、裁判所が「禁止区域」には立ち入るべきでないという意味での司法
判断不適合の問題を管轄権の問題と異なり裁判所の裁量の範疇には属すると
しつつも法的なルールに関わるとして内在的な制約として捉えることを示唆
していることは理論的に興味深い。また、勧告的意見に関する言及が見られ
る点でも注目できる。
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②　R （Wheeler） v Office of the Prime Minister（2）

2007年のリスボン条約締結に際して、国民投票が行われなかったことが
正当な期待の法理に反して違法であることの宣言的判決を求めた事件であ
る。厳密には実体的な違法性がないとして請求を斥けており、司法判断適合
性を認めたともいえる判決であるが、議会特権を理由に宣言的判決は認めら
れないとも判示しているものである。

【事案】
2004年、欧州憲法条約の締結が試みられた際には、すべての構成国にお
ける批准が求められており、イギリスでは当時の首相（ブレア）が、批准に
関して国民投票を行うことを約束していた。2005年に欧州連合法案（the 

European Union Bill）が議会に提出され、この法案では欧州憲法条約に国内法
としての効力を付加するには国民投票を行うことされていた。しかし、フラ
ンスとオランダで条約の批准が拒否されたことから、法案の審議を止める結
果となった。その後、2007年のリスボン条約締結に際して、欧州連合（改
正）法案（the European Union （Amendment）Bill）では国民投票に関する定め
が設けられていなかった。また、議会の審議において、国民投票を行う旨の
条項の挿入の提案が庶民院でも貴族院でも出されたが、いずれも否決され
て、2008年欧州連合（改正）法（the European Union （Amendment）Act 2008）

が成立した。
原告は、政府が欧州憲法条約の制定に国民投票を行うことを約束したこと
により、同等の条約の制定にも同じ約束が妥当するところ、2008年法の制
定の際に国民投票を行わなかったのは正当な期待に違反し違法だとして、宣
言的判決を求める訴訟を提起した。

【判旨】　Richards裁判官とMackay裁判官が審理したが、Richards裁判官が
法廷意見を書いている。まず、欧州憲法条約の締結の際になされた約束には

（2）  ［2008］ EWHC 1409（Admin）.この判決については、眞田章吾「イギリス行政法におけ
る『正当な期待』の法理の展開（4）」龍大法学 55巻 4号（2023年）321頁注 350を参照。
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リスボン条約締結に関する約束は含まれていないと判断したうえで、次に、
仮に欧州憲法条約の締結の際になされた約束がリスボン条約締結に際して国
民投票を実施する旨を含んでいたとしても、かかる約束が正当な期待を惹起
することはないことを論じる。そこでは、R v Secretary of State for Education 

and Employment, ex parte Begbie ［2000］ 1 WLR 1115（3）で Laws裁判官が、「公
的機関による方針の転換が……公衆全般あるいはその大部分に影響を与える
一般政策上の問題に関わる」場合には、裁判官はウエンズベリーの不合理性
以外について裁定を行うべき立場にはない、と述べたことなどを引用しつ
つ、「レファレンダムを行うとの約束は、マクロ政治的な領域の深くに位置
しており、裁判所は当該領域にまったく入るべきではない。もし政府が、選
挙の際に、有権者に、さらなる総選挙を例えば 3年後に行うと約束したと
き、これが裁判所において強行可能な正当な期待を惹起するとは考えること
ができない。かかる約束に立ち返ることは議会が、また次の機会が来た時に
は有権者が決定すべき事柄である。同じことが有権者に、リスボン条約とい
った特定の争点につき国民投票を行う機会を与えるという約束にもあてはま
るはずである」と述べていた（paras. 42-43）。
さらに、国民投票の実施の決定は議会が行うものであるところ、議会特権

（3）  原告（当時 9歳）は、独立学校ではあるが 18歳まで国費補助がある学校に通学してい
た。1997年の総選挙の際に、野党だった労働党は、この国費補助の枠組みを廃止する
が、すでに補助を受けている子どもには補助を継続すると約束していた。政権交代の後、
1997年教育（学校）法により、この国費補助が廃止され、すでに補助を受けていた生徒
は小学校の卒業時まで、それ以降は大臣が個別に補助の継続を認めた場合に限り、補助
が継続されることとなった。原告については小学校卒業以降の補助の継続が認められな
かった。そこで、原告は、18歳まで国費補助を受ける正当な期待が作られていたこと、
欧州人権条約付属第 1議定書 2条の教育を受ける権利が侵害されていることを根拠とし
て、この大臣の決定を取り消す移送命令と大臣が裁量を不公正又は違法に行使したこと
の宣言的判決を求める訴訟を提起した。一審（Kay裁判官）は請求を斥けたので原告が
上訴した。控訴院（Gibson裁判官、Laws裁判官、Sedley裁判官）も、制定法の文言に反
する行為を公的機関に求めることになる場合には正当な期待に効力を認めることはでき
ず、本件で原告の立場にあるすべての子どもに補助の継続を認める決定を求めるのは裁
量を認めた 1997年法に反することとなり、またいずれにしろ選挙前の声明を法的効果が
生じるものとして取り扱うことはできないとした。また、教育を受ける権利に対する侵
害もないとして、上訴を斥けた。この判決については、眞田・前掲注（2）337～ 344頁
を参照。
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を根拠づける 2つの憲法原理に言及する。発言免責特権と権力分立である。
後者に関して、R v Her Majesty’s Treasury, ex parte Smedley ［1985］ QB 657（4）

で Donaldson記録長官が「裁判所は、議会の領域に立ち入るのを控えるとい
う最高度の必要性に非常に注意しなければならない」と述べていたことを参
照しつつ、法案提出は議会内部の手続であって議会特権で保護される立法過
程の一部であるところ、被告に法案提出を命令するならば議会内部において
議員としての資格で行為することを命令することになるので、裁判所が議会
の領域に立ち入ることになるのであり、宣言的判決の場合でも同じだと述べ
た（paras. 45-51）。
そして、原告の請求は実体的な理由を欠くので斥けるべきであると結論づ
けた（para. 57）。

【コメント】　実体的な理由がないとして請求を斥けており、司法判断適合性
がないと判断したものではない。もっとも、2008年法が裁可され、政府が
リスボン条約を批准しようとするタイミングでの判決であり、首相は裁判所

（4）  ECの加盟国が ECに追加支出を行う「約束（Undertaking）」を履行するために、大蔵
省が枢密院令案を両議院に提出した。大蔵省によれば、この枢密院令が定める上記約束
は 1972年欧州共同体法 1条 2項にいう「共同体条約」にあたり（同法 1条 3項は女王が
枢密院令でそのようにみなすと宣言し、両議院が決議で枢密院令に同意を与えれば、そ
の判断は終局的なものであると定めていた）、同法 2条 3項によれば共同体条約に基づく
義務を履行するために必要な額を統合基金から歳出することが認められるので、これに
より歳費充当法（Appropriation Act）の形式での議会の同意なしに歳出が可能となる。こ
れに対し、原告が納税者・有権者の立場で、当該約束が同法 1条 2項にいう「共同体条
約」に当たらず、1条 3項で与えられている権限を踰越しているとして、大蔵大臣が当
該約束を「共同体条約」とした決定を取り消す移送命令又はこの決定が権限踰越である
旨の宣言的判決を求めて出訴した事件である。一審（Woolf裁判官）は請求を斥けたの
で原告が上訴したが、控訴院（Donaldson記録長官、Slade裁判官、Lloyd裁判官）も一
審の判断を支持して上訴を斥けた。Donaldson記録長官は、本文引用の判示の後に、この
枢密院令案を議会に提出する決定や議会で同意するか否かの決定に関して裁判所が見解
を述べることと、本件で判断が求められていることとは異なり、さらに、議会の同意前
に裁判所が判断を行うことは未成熟ゆえできないのではないかという主張に対しても、
成立した枢密院令を当事者のみならず両議院に対しても有益であるとして判断に踏み込
み、権限の範囲内であると結論づけた。この判決については、岡本博志『イギリス行政
訴訟法の研究』（九州大学出版会、1992年）85頁を参照。
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の判断が下される前に批准を行わないことを明言していた一方、Richards裁
判官は、判決文の末尾で、「われわれは、国民投票なしに批准することの適
法性が裁判所でいまだ争点となっている間に政府が条約を批准することで裁
判所の決定に先立って判断を行い、政府が自らの判断を優先させることを恐
れていた」（para. 58）とも述べており、適法との実体的判断を政府による批
准に先立ち示すことが重要であると考えていたようにみえる。判決の論理か
らいえば、仮に正当な期待の法理に反するとしても、最終的には、議会特権
を理由に宣言的判決は認められないことを示しているので、その点に注目す
れば、法案提出の義務があるか否かは司法判断できないことを示したものだ
と理解することも十分にできる。

③ 　R （on the application of Bancoult） v Secretary of State for Foreign and 

Commonwealth Affairs（No 2）（5）

イギリス領インド洋地域（British Indian Ocean Territory: BIOT）―チャゴス
諸島―では 1968年から 1971年にかけて島民をモーリシャス等に移住さ
せる措置がとられたところ、この措置が島民の居住権を完全に奪うもので甚
だしい人権侵害だったのではないかということがその後ずっと批判され、訴
訟でも争われてきている。本件は、基地が設置されたディエゴ・ガルシア島
を除く島々に帰還することをいったんは認めた枢密院令が出された後、すぐ
にこれを禁止することを命じた 2004年の枢密院令が違法であることの宣言
的判決を求めた事件である。貴族院判決は、原告の請求を認めた一審及び控
訴審を覆して原告を敗訴とするものであったが、事件全体としては実体的判
断を行ったものである。その意味では、むしろ 2で挙げるべき事件だったの
かもしれないが、この枢密院令が「平和、秩序及び良き統治」に反するかと
いう大きな争点については司法判断不適合だとしているので、ここで取り上
げたい。

（5）  ［2008］ UKHL 61; ［2009］ 1 AC 453（HL（E））.この判決については、眞田・前掲注（2）
323～ 325頁も参照。
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【事案】　BIOTは、モーリシャスに従属していたが、1814年にモーリシャス
がフランスからイギリスに割譲されてから 1965年までイギリス領モーリシ
ャス植民地の一部であった。主な産業はココナツの採集とコプラの販売であ
り、1962年にセーシェル諸島の会社がプランテーションを始めた時、住民
は 1000名弱であった。会社の経営者が治安判事として行政を担っており、
住民の生活はシンプルなものであったが豊かな共同体の生活を営んでいた。
1960年代にキューバ危機とベトナム戦争を契機としてアメリカ合衆国がイ
ンド洋に基地を置くことが必要だと考え、1964年にイギリスと交渉を始め
た。イギリスは 1965年に規則で BIOTをモーリシャス植民地から切り離
し、BIOT弁務官を設置し、弁務官に「この領域の平和、秩序及び良き統治
のために法を制定する」権限を付与した。1968年にモーリシャスが独立し
た際に BIOTの住民はモーリシャス国民になるとともにイギリス国民の地位
も維持されることとなった。また、1967年にイギリス政府は島のすべてを
会社から買収し、基地建設まで会社に貸借するかたちとなった。最終的に、
1970年にアメリカ合衆国の議会で基地建設が承認され、1971年にディエ
ゴ・ガルシア島が基地建設に必要だという通知がなされた。弁務官は、1971

年移民令（Immigration Ordinance）を定め、その 4条 1項は、何人も許可なく
領域に立ち入ることを許さない旨を定めた。この間、1968年以降、イギリ
ス政府は BIOTの住民をこの地域から移転させ始めており、多くの者はモー
リシャスやセーシェルに移住した。しかし、住居や雇用、福祉等の受入れ体
制はまったく取られておらず、モーリシャス自体が高失業率で経済が悪かっ
たせいもあり、多くの者はポートルイスのスラム街で自活を余儀なくされる
悲惨な生活に陥った。人々はモーリシャス政府及びイギリス政府と交渉をし
たが、1972年に両政府が 65万ポンドを支払う合意が成立し、これを 595家
族で分けた。しかし 1975年に元住民の一人が法律扶助を得て訴訟を提起
し、これを契機として再び交渉が始まった。最終的に、1982年に、イギリ
ス政府が 400万ポンドをモーリシャスの法律に基づき創設する信託基金に
支払うことで和解が成立し、両政府と移民の代表者とが署名した。
しかし、その 16年後の 1998年に、本件の原告でもある Bancoult氏が、

1971年移民令の無効と、彼を元の地域に戻し住ませることを妨害している
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政策の違法の宣言的判決を求めて出訴した。2000年に合議法廷が、1971年
移民令 4条の「平和、秩序及び良き統治」のために立法する権限の中に、す
べての住民を退去させる権限は含まれないとして、同条を権限踰越として破
毀する命令を出した（6）。外務大臣は声明を発表し、上訴はしないこと、判決
に従い、住民をディエゴ・ガルシア島を除く島々に帰還することを認める新
たな移民令を定めることを宣言した。同日、弁務官が新たな移民令を定め
た。そこでは、立入り、住居の制限を BIOTとの結びつきによりイギリス従
属地域（British Dependent Territories）の市民だった者には適用しない旨の規定
が置かれた。しかし、それによっても現実の状況は変わらなかった。墓参等
で一時的に島々に行く者はいたものの、生活ができない―生活には政府
による継続的な援助が必須であった―ために再居住する者はいなかった。

2002年には元住民が法務総裁等を被告として、賠償（compensation）と財
産権の回復、そして島に帰還できる資格があることの宣言を求めて出訴した
が、一審は、1982年の和解の後に賠償を求めることは訴訟の濫用であるこ
と、私法上の訴訟原因がないこと、請求が法律により禁止されていることを
理由に請求を斥けた（7）。2004年に控訴院も上訴を斥けた（8）。
そして 2004年イギリス領インド洋地域（憲法）令（British Indian Ocean 

Territory （Constitution） Order 2004）が定められた。同令 9条は、「この地域は、
英国及びアメリカ合衆国の防衛目的に使用され、何人もこの地域に住む権利
を持たない」（1項）、「従って、何人も、本命令により、又は本命令その他
この地域で効力を有する法に基づき、許可を受けない限り、この地域に立ち
入り滞在する資格をもたない」と定めていた。原告は同条が違法である旨の
宣言的判決を求めて出訴した。第一審の高等法院合議法廷（Hooper裁判官、

Cresswell裁判官）（9）は原告の請求を認め、控訴院（Clark記録長官、Waller裁判

官、Sedley裁判官）（10）もこの判断を認めたので、国務大臣が上訴した。

（6）  R （Bancoult） v Secretaty of State for Foreign and Commonwealth Affairs ［2001］ QB 1067.
（7）  Chagos Islanders v Attorney General ［2003］ EWHC 2222.
（8）  ［2004］ EWCA Civ 997.
（9）  ［2006］ EWHC 1038（Admin）。
（10）  ［2007］ EWCA Civ 498.
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【判旨】　3対 2で上訴が認められた。
Hoffmann裁判官は、上訴を認容して、高等法院及び控訴院の判断を棄却
し、申請を斥けるべきだとした。
まず、次のように、双方の「極端な主張」を斥ける。すなわち、被告側
の、これらの命令は女王が植民地の統治の関係で定めたものなので司法審査
に服さないという主張について、これらの命令は第一次的立法であり、1998

年人権法によれば、人権条約上の権利によって覆すことができないのはたし
かであるが（para. 34）、行政立法であるから議会主権の性質はもたず、
GCHQ判決以降は司法審査の対象になることが認められている（para. 35）。
憲法令が 1865年植民地法妥当法（Colonial Laws Validity Act 1865）の定めに基
づき「植民地法（colonial law）」としてイギリス法との矛盾を理由に無効に
なることはないとの主張についても、この憲法令はこの意味での植民地法で
はなくイギリス及び非自治領の不可分の領域に妥当する帝国法であるので妥
当しないとする（paras.36-41）。他方で、原告側の、国王は島民の居住する権
利をはく奪する権限をもたないという主張も極端であるとする。原告側の主
張の理由のひとつは、居住する権利はマグナカルタ 29条以来の基本的な憲
法上の権利だというものであるが、それは議会制定法によらずして国王大権
によっては奪えないとするものであり、植民地においては、国王が絶対的な
立法権をもち、国法を定めることができるので、この理由は妥当しないとす
る（paras. 42-45）。もうひとつ、国王の権限が地域の「平和、秩序及び良き
統治」の目的に限定されるという主張について、植民地については国王はイ
ギリス全体の利益を考慮し、しかもそちらを植民地の利益に優先して考慮す
ることができること、また上記の文言は決して立法権を限定する言葉である
と解釈されていないという先例があることから、これも妥当しないとした
（paras. 46-51）。
そのうえで、司法審査の諸原理の適用について検討する。故郷に帰還する
という重要な人権が奪われているという原告主張の点について、今となって
は、イギリス政府の財政上の援助がなければ住むことができず、その援助も
イギリス政府が提供することに消極的であり、また 2000年に法的には離島
部（Outer islands）に入ることができるようになってから 2004年までの間に



（48）

上智法学論集　第 70巻 2号

誰も島に移住しなかったことに鑑みても、この住む権利は純粋にシンボリッ
クなものになっていること、島に無許可で定住することを認めると再移住に
対する財政援助を求める圧力を行使するためにそれが用いられてしまうのが
公益に反するということは政府が考慮に入れてよい事項であること、墓参等
で島を訪問することに対しては許可を出しており、許可を要することがこの
関係ではあくまで形式的なものであること、安全保障や外交上の利益を考慮
に入れることは政府の権限内のことであることから、原告主張は当たらない
とする（paras. 52-58）。

2000年判決の後の外務大臣の声明が正当な期待を形成する、という点に
ついても、それが明確で曖昧さのない約束でなければならないという要件を
充足しない。離島部に帰還することを認める命令は出されており、再移住が
行われたのであればそこに住む権利は継続するといえたが、実際には再移住
はなされなかったので、事情は異なると考えられること、外務大臣の声明は
長期的に何が起きるかに関する約束を含むものではないことなどを理由とす
る（paras. 59-63）。
残りの論点として、憲法令が 1998年人権法との関係で影響を受けない
か、という点があるが、1998年法は BIOTに適用されないので、国王の行
為が 1998年法の規定を侵害することはないとする（paras. 64-65）。

Rodger裁判官は、憲法令はイギリスのコモンローの「基本原理」に反す
ることを根拠として争うことはできず（para. 102）、また「平和、秩序及び良
き統治」という文言は、裁判所による判断を可能とするものではなく、司法
判断に適しないとし（para. 108-9）、さらに仮に審査するとしても、憲法令 9

条が移住を可能とするインフラストラクチャーの整備等の支援の困難さや防
衛上の問題を考慮したことを不合理だとはいえず、法的な規準が不在である
ので、裁判官は大臣が行った利益衡量をやり直す地位にはなく、ウエンズベ
リーの不合理性は認められないとして（paras. 111-114）、上訴を認容した。

Carswell裁判官は、Hoffmann裁判官と Rodger裁判官に同意する。そのう
えで、わずかに理由づけが異なるとして、その点を敷衍する。Carswell裁判
官も、憲法令が「平和、秩序及び良き統治」に反することを理由に法を無効
と宣言することはできないとする。「いったん裁判所がこの領域に立ち入る
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ならば、本質的に政治的判断であって法を扱う裁判所の担当ではないものに
対し裁判所が異議申立てを行うことになってしまうことは極めて容易であ
る」というのである（para. 130）。結局、2004年の 2つの命令の適法性につ
いては、ウエンズベリー原則が判断基準として妥当し、人権に対する制約の
度合いを加味しても、命令を制定した時点では、再移住が現実的に困難とな
っており、アメリカとの同盟関係等も考慮すると、不合理だとはいえないと
する（paras. 131-132）。また、正当な期待の法理の適用についても、外務大臣
の声明は元住民に対して島への帰還と再定住を永続的に認めるものであると
いうことが明確で曖昧でないかたちで約束したものではないなどとして、こ
れを否定した（paras. 133-136）。
これに対し、Mance裁判官は、国王の立法行為が司法審査に服し、2004

年令もそうであること、1865年法も本件での司法審査の障害とはならない
とする（paras. 141-142）。そして、BIOT（とジブラルタル）については海外地
域として国王（枢密院令）が第一次的立法として妥当するが、議会制定法と
同じではなく限界があり、BIOTの住民もイギリス国王の保護のもとに入っ
ていたのでそこに居住する権利は有していたのであって、BIOTの住民の意
見も聴かずにその地域に入り滞在する権利を完全にはく奪する立法を行うま
での権限はないとして、権限踰越で無効であるとした（paras. 143-161）。ま
た、2004年令 9条の定めは、BIOTとの繋がりに基づき 2004年時点でも享
受していた居住する権利という重要な権利などを考慮せずに決定されたこと
から不合理であり、また 2000年の外務大臣の声明は正当な期待を惹起して
おり、事前の諮問なしに、また十分な理由もないのにそこから逸脱している
ことから、違法であるともした（paras. 162-185）。
また、Bingham裁判官も、Mance裁判官に同意して、2004年令 9条を違
法と判断した。Bingham裁判官は、原住民をその土地から排除するために国
王大権を行使できるとした先例はなく、かかる権限は存在しないとして、
2004年令 9条は無効だとした（paras. 69-71）。そのうえで、仮にかかる権限
があるとしても、第一に、2000年の当時に離島部に再移民することは基地
があるディエゴ・ガルシア島の安全を脅かすものではなかったことなどから
9条は不合理であること、第二に、2000年の外務大臣の声明は、Bancoult氏
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らが違法に排除されたという合議法廷の判断に異議を申し立てないこと、イ
ギリスがアメリカ合衆国に基地として提供するという条約の義務を果たすた
めに帰還が難しくなるまでは、Bancoult氏らが離島部に帰還することを認め
る新しい命令を定めること等を述べる、明確かつ曖昧でないない表現といえ
るので、エストッペルの法理が類推適用されることを理由として、9条は違
法であるとも述べた（paras. 72-74）。

【コメント】　本件は、2004年令 9条が、BIOTの住民の居住する権利をはく
奪するという著しく強度の権利制限である一方、旧植民地の海外地域に第一
次的立法として妥当する国王大権（枢密院令）の行使でありかつ同盟国であ
るアメリカ合衆国の基地に関係する防衛・安全保障・外交の領域に含まれる
決定であり、意見が対立しやすい事件であったといえる。貴族院は、高等法
院、控訴院の違法だとする判断を覆し、適法だとの判断を、3対 2という僅
差で行った。
もっとも、意見が分かれたのは、BIOTの住民の居住する権利を完全には
く奪する立法を行うことが国王大権（枢密院令）の権限踰越であるのか、ま
た権限踰越でないとしても、正当な期待の原理等に照らして不合理でないの
か、という点である。多数意見を構成する 3裁判官も、憲法令がそもそも司
法審査に服しないとする見解には与せず、司法審査に服するとしたうえで、
実体的な判断として適法だとした点には注意を要する。
そのうえで、司法判断適合性という本稿の関心との関係で重要なのは、多
数意見を形成する 3裁判官がいずれも、2004年令 9条が「平和、秩序及び
良き統治」に反するかの判断について、司法判断不適合だとした点である。
原告側は、オーストラリア等の旧植民地に関するイギリスの憲法的な法令を
引き合いに出して、国王は当該地域の「平和、秩序及び良き統治」のための
法を制定する権限を有するのであるところ、2004年令 9条は住民の居住す
る権利をはく奪するもので到底「平和、秩序及び良き統治」のための法では
ないと主張したが、その判断は国王に助言する大臣に委ねられるもので、裁
判官が判断できるものではないとした。高度に政治的な判断が司法判断不適
合とされた例だとされている（11）。
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④ 　R （on the application of Al-Haq） v Secretary of State for Foreign & 

Commonwealth Affairs（12）

ガザ紛争におけるイスラエル政府に対するイギリス政府の行動が国際法上
違法であることを主張して争った事件であり、司法判断適合性が否定されて
いる。

【事案】　国際人権 NGOである原告（Al-Haq）が、2008年 12月 27日以降の
ガザにおける Operation Case Lead（いわゆるガザ紛争）におけるイスラエル
政府の行為に関して、イギリス政府がこれを非難せず適法なものと扱い続け
ていることが、国際慣習法に基づく国際的な義務にイギリスが違反してお
り、これにつきイギリス政府に責任がある旨の宣言的判決と、かかる義務を
充足するべくイスラエル政府に対する非難声明を出すことを含めて最善の務
めを果たすべき職務執行命令を求めて司法審査を提起した事案である。被告
の国務大臣は、Buttes判決（1（5）参照）のWilberforce裁判官の判示を引用
して、外国の取極めについてイギリスの裁判所は判断を行わないというのが
一般原則であると、また Abbasi判決（2（4）④参照）で、裁判所が立ち入る
ことのできない「禁止領域」があり、そこに外交政策に影響を与える決定が
含まれることを認めていると反論した。

【判決】
Pill裁判官は、次のように述べて司法判断適合性を否定した。GCHQ判決

（2（2）参照）を引用して、「国王大権上の権限の特定の行使が司法審査に服
するか否かを決する支配的な要素は、法源ではなく主題である」としたうえ
で、「本件において、基礎となっている請求の主題は、イスラエルの行動で
あり、同国が国際的な義務に違反しているか否かである」ところ、「イスラ
エルに国際法上の義務違反があるか否かを決定し、違反の性質と程度を考慮
することは、当裁判所の事物管轄権（competence）を超える」とする（para. 

（11）  See, McGoldrick, The Boundaries of Justiciability （2010） 59 ICLQ 981, at 990-1.
（12）  ［2009］ EWHC 1910 （Admin）.
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41）。また、本件での主題は、Abbasi判決が同定した「禁止領域」のうちの
ひとつ、すなわち「外交政策に影響を与える決定」に入るとする。「本件の
コンテクストの中で、どのような行為が国際法上の義務に適合するために適
切であるのかを決定するのは裁判所ではなく政府である」という（para. 

43）。さらに、「憲法上、外交上の行為は、もっぱら行政府の領域に含まれ
る」と断言し、2つの要素、すなわち、本件請求の基礎にある性質は「イス
ラエルへの非難」であること、また政府に対して政府が従うべき外交政策が
何かに関する指示ないし宣言を求めるものであることに鑑みると、裁判所は
これを判断するべきでないとも述べる（para. 46）。

Cranston裁判官も、次のように述べて司法判断適合性を否定した。GCHQ

判決の Scarman裁判官の判示を引用して、「司法判断適合性は裁判所が決定
しなければならない争点の主題と適合性（suitability）に依拠する」ところ、
「本件請求は高度の政策（high policy）を伴う事項に立ち入る」もので、「裁
判所が『外交上の行為に関わる大権の行使及び軍の動員の審査には非常に慎
重であり、また国際法の平面にある主権国家間で締結された取極めから生ず
る諸権利に関する裁定にも慎重である』ということを、判例は明らかに確立
している。これは裁量の問題ではない。現代の行政国家において、裁判所に
とり立入禁止区域がないというのは当たらない」と明言する（para. 53）。ま
た、CND判決（①参照）における Richards裁判官の判示を引用して、高度
の政策を伴う事項の司法判断不適合に関するルールは、部分的には「制度的
な能力」に関する懸念、すなわち「司法の専門性の限界に関する認識に起因
する」とも述べる（para. 55）。そして、本件においても、イスラエルの義務
やその違反はイギリスの管轄権の外で起きた出来事に基づき認定しなければ
ならず、またイギリスの外交政策に関わる行為の検証も行わなければならな
いところ、「これらはすべて、法と事実に関する縺れた争点の決定を必然的
に含む」として、裁判所の制度的な能力が相対的に劣っていることを指摘す
る（para. 56）。
また、Buttes判決を引用して、「司法的又は管理可能な」規準が本件では
欠如しているともいう。すなわち、本件において、国際法の明白な違反はな
く、Wall Opinion［＝国際司法裁判所が 2004年 7月 9日に出した「占領さ
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れたパレスチナ領域における壁建設の法的帰結」という名の勧告的意見のこ
と（13）］は Operation Case Leadに直接適用できるものではない（para. 57）。
さらに、Buck判決（1（4）参照）と Buttes判決を引用して、司法判断不適
合性は「礼譲の原理（principle of comity）」によっても正当化されるとする
（para. 58）。
またさらに、Gentle判決（2（4）①参照）を引用して、高度の政策を帯び
る事項は、憲法上の配置（constitutional settlement）に基づくと、行政府の排
他的な権限（exclusive purview）に含まれると述べた上で、「憲法上、外交政
策上のすべての行為は民主的な委任（mandate）をもつもの、すなわち政府、
とくに首相と外務大臣に委ねられる。彼らは議会、世論そして究極には投票
所を通じて有権者にアカウンタビリティを負う。私たちの代表民主制の基本
原理は、英国の人民がこの国の外交政策上の行為を選挙で選ばれた代表者に
委ねるのであり、裁判所に委ねるのではない、というものである」とする
（para. 59）。
最後に、原告は裁判所が外交政策を審査できる「国内における足場」を、
慣習国際法がイングランド法の一部であることに求めているが、「二元主義
の制度のもとでは条約が個人に国内裁判所で直接に適用可能な権利を与える
ことは、特別な国内法への置換がなければできない」とし、Jones判決（2

（4）注（36）参照）での Bingham裁判官の判示を参照し、そこでは慣習国際
法は憲法が許容する場合に限り国内裁判所で適用可能だとされつつ、「私が
たった今言及したもの」が、慣習国際法の編入の妨げとなる憲法原理である
として、これを否定する（para. 60）。
なお、両裁判官ともに原告適格も否定している（paras. 47-8, 61-2）。

【コメント】
両裁判官ともに、GCHQ判決を参照して、国王大権の行使が司法審査に
服するかは、法源ではなく主題によって判断すべきであるとしたうえで、外
交政策に影響を与える活動は「禁止領域」に含まれると断定したうえで、例

（13）  参照、新井京「ガザ攻撃が照らす国際人道法の課題」国際問題 722号（2024年）16頁。
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外的に裁判所が介入しえる国内法の足掛かりも存在しないとして、司法判断
適合性を否定している。とくに Cranston裁判官は、「高度の政策」に関わる
ものは司法判断適合性が否定されるべきであるとしたうえで、このことを
「制度的な能力」―外交政策に関わる判断は行政府の人間（外交官など）

の方が裁判官よりも経験と専門性をもつこと―と「憲法上の配置」―
代表民主制のもとで外交政策に関わる活動は民主的なマンデイトをもつ行政
府に委ねられていること―から根拠づけようとした点は注目される。

⑤ 　R （on the application of Bertrice Pompe） v The Secretary of State for 

Foreign, Commonwealth and Development Affairs（14）

BIOTにおける島民をモーリシャス等に移住させた措置をめぐる紛争（③
参照）の延長で、BIOTをモーリシャスに移譲する政府の判断―主権を移
譲する条約に対する外務大臣の署名の判断―の適法性を争った事件であ
る。③と異なり、事件全体を司法判断不適合としたものだと理解できる。

【事案】　2022年、イギリス政府はモーリシャスと BIOTの主権をめぐる協
議に入ることを発表し、2024年 10月 3日に政治的合意に到達した。2025

年 5月 22日、モーリシャスに BIOTの主権を移譲する条約が署名された（15）。
原告は、この外務大臣の署名に関する決定が違法であるとして交渉を完結さ
せる措置を執らないことを求めた。原告がこの決定を違法だとする根拠は、
①この決定がチャゴス島の人々（Chagossians）の意見を聴くことなく行われ
たこと、②この決定が島民の権利利益を考慮せずに行われたこと、また島民
の権利利益の回復、保護、促進になっていないことゆえに不合理であるこ
と、③島民の地位及び取扱いを考慮するに際して 2010年平等法 149条の

（14）  ［2026］ EWHC 529 （Admin）.
（15）  その後、条約を施行するための法案が議会に提出されており、イギリス政府はこの法

案が成立したら条約の批准を完結させるつもりであるが、判決時点でも審議中であった
（para. 24）。しかし、アメリカ合衆国（トランプ大統領）がこの主権移譲に疑問を出すな
どしたため、この法案の審議は進んでいない。参照、日本経済新聞 2026年 5月 25日夕
刊 1面。
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「公共セクター平等取扱い義務」を履行しておらず、またこの義務に適合し
ていないこと、④欧州人権条約 14条に違反していること、⑤住民投票や世
論調査（survey）などを行うべきであったのにしておらず、手続的公正を欠
いていること、⑥チャゴス島の人々に意思決定過程に関与する機会を提供せ
ず、家族生活及び私的生活における利益の保護を提供していない点とチャゴ
ス島の人々の家族生活及び私的生活における利益に適切な考慮を払っていな
い点で欧州人権条約 8条に違反していること、の 6点であった。しかし、
この司法審査申請は書面審査のみで却下されたので、口頭審理を求めた。

【判旨】　Stacey裁判官は、司法審査の許可を拒絶するには、広範な調査を必
要としない簡潔な方法で、「一撃（knockout blow）」を示すことができなけれ
ばならないところ、次のように述べて、この請求には司法判断適合性がない
ので、かかる「一撃」を被告側が与えているとして、原告の請求を斥けた。
すなわち、「一般的なルールは……条約の締結・不締結の権限は法上の権
限なしに（without legal authority）行使可能であり、この権限の行使は裁判所
によって審査不可能である」。また「外交関係上の大権の行使に関連する事
項は、司法判断適合だとしても、非常に広範な裁量の余地があることは争い
がない」（para. 31）。「この請求が条約の締結そのものに対する攻撃ではな
く、単に実体的な公法上の意思決定にのみ関わるのだとする主張を受け入れ
ることはできない。異議申立ての焦点が条約に当てられており、またモーリ
シャス政府はこの条約に基づきチャゴス島民が島々に再定住することを認め
るよう求められているわけでなく、ただディエゴ・ガルシア島以外の島々に
再定住することを認める裁量を有しているというのが事実である。条約をイ
ギリス政府が決める条件で締結する外交上の大権に対する直接の異議申立て
であるようにみえ、司法判断適合性の原理に抵触する」（para. 32）。
なお、仮にこの判断が正しくないとしても、ということで、原告が示す 6

つの根拠についても、国際政治に関する繊細さ、アメリカ合衆国という他国
との関係、防衛、国際安全保障上の懸念、最も高いレベルで行われる交渉に
おける我が国の国際上の地位といった諸要素が含まれる外交政策上の決定と
分かちがたく結びついているところに困難さがあるとしたうえで（para. 
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34）、①については、チャゴス島民が居住する権利をまったく有していない
という冷厳な現実に加えて、再移住の争点が外交政策上の考慮要素及び条約
という主題と完全に重なること、また正当な期待も生じていないことから、
条約締結前に島民の意見を聴く義務はない、②については、主権の移譲は
「高度の政策の問題」であり「司法審査になじまない」（para. 42）、③につい
ては、2010年平等法は第一次的立法に関連する決定を適用対象から除外し
ており、本件条約は法案として審議中であるので、149条は適用されない、
④と⑥については、チャゴス島民が島々に居住する権利をもともと有してい
ないために問題とならない、⑤についても、本件ではチャゴス島民に奪われ
るものが何もない、としていずれも原告の主張を斥けている。

【コメント】　BIOTから島民を追放した問題がまだ尾を引いており、イギリ
ス政府は BIOTをモーリシャスに移譲することでこの問題を解決しようとし
たところ、この条約の締結それ自体を島民が争った訴訟である。高等法院
は、条約締結の適否を直接に争う訴訟であるので、司法判断不適合だとして
司法審査申請の不許可を妥当とした。主権の移譲が司法判断に馴染まないと
も述べている一方、島民が居住する権利を持たないことを前提としており、
明示していないが外交上の行為であってかつ「国内における足場」がないと
いうことも考慮したうえで、司法判断不適合だとしたものと理解することも
できそうである。

（2）Shergill判決による整理とこれを踏まえた最近の判決
2（5）でみたミラー（第 2）／チェリー事件判決と時期は前後するが、司
法判断不適合について一般的な整理を行った判決として扱われることがある
ものとして Shergill判決がある（16）。この判決（及びそこでの司法判断不適合に
関する整理）がその後のイギリスの実務及び学説においてどこまで影響力を
有しているかは定かでないところがあるが、その後、現に、この判決を大幅
に参照して執政府レベルの行為につき司法判断適合性を認めた判決も登場し

（16）  See, Woolf, Jowell, Donnelly and Hare, de Smith's Judicial Review, 8th ed., 2018, 1-034.
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ており、本稿の関心からは注目されるので、ここで取り上げたい。

①　Shergill and others v Khaira and others（17）

Shergill判決それ自体は、信託の受託者をめぐる訴訟であるものの、その
中に宗教上の信仰及び実践に関わる争点が含まれており、そのことを理由に
訴訟自体に司法判断適合性があるかが争われた事件である。

【事案】　シク教のニーマラ派（Nirmalas）は、1920年頃に聖者として説教を
始めた、第 10代グルであった Gobind Singh Jiが創設したものである。この
教派が 1987年に、「第一聖者（First Holy Saint）」の「至高の権威の下に」バ
ーミンガムに寺院（Gurdwara）を建設した。このときのメモランダムによれ
ば、第一聖者がバーミンガム寺院の運営を 5名の者に委ね、そのうちの 4名
―第 1被告から第 3被告までともう 1名―を受託者とした（この 4名の

者を「原初受託者ら（original trustees）」という。）。その後、原初受託者らは
1991年に信託証書（Deed of Trust）を作成し、その 1条で自らを講（society）

の正規に任命された受託者だと定義した。さらに、第 1原告から第 4原告
を含む多くの者により、講の定款（「1991年定款」）を作成、署名した。この
1991年定款の 10条には、講の運営委員会の構成員の変更は「第一聖者又は
その後継者」によってのみ可能であるとされ、定款の末尾に「後継者」と
は、当時の第一聖者（Sant Harbhajan Ji）の助手であった Sant Harbharan Singh 

Jiを意味すると定められていた。1993年にはハイ・ウィカム（High 

Wycombe）に寺院が建立され、1991年定款は 1993年定款によって置き換え
られた。もっとも、1993年定款も内容は 1991年のものとほとんど同じであ
り、末尾の定めも同じであった。2001年に、初代聖者は、バーミンガムの
受託者のうち上記の「もう 1名」の者に替えて第 3原告を任命したのち、
亡くなり、聖者の地位は Sant Harbharan Jiによって継がれたが、この者も数
か月後に亡くなった。原告によれば、2002年 3月、Sant Jeet Singhがインド
におけるニーマラ派の長として承認され、三代目聖者となった。2003年 7

（17）  ［2014］UKSC 33; ［2015］ AC 359 （SC（E））.
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月、3つの寺院の運営委員会の合同会議で、Sant Jeet Singhが三代目聖者と
して承認された。同年、定款が変更され、6名の被告を含む多くの者により
署名された（2003年定款）。2003年定款は、1991年定款及び 1993年定款と
非常に類似していた。その後、3つの寺院のそれぞれで新しい信託証書が作
成されようとしたが、バーミンガムの寺院については、第 1被告から第 3被
告―4名のバーミンガム寺院の原初受託者らの 3名である―が新しい信
託証書の作成を拒否した。その後、2004年と 2006年に作成された証書によ
り、Sant Jeet Singhが第 1被告から第 4被告までを解任して、これらの地位
を第 2原告から第 5原告までの者で置き換えた。さらに 2008年に作成され
た証書により、ハイ・ウィカム寺院の受託者であった第 5被告と第 6被告
を解任して、第 6原告から第 8原告までとそれ以外の 2名の者で置き換え
た。その後、同年に第 1被告から第 3被告までの 3人が第 3原告を解任し
て第 4被告で置き換えた。
原告らは、2008年 6月に、第 1被告から第 4被告のバーミンガムの寺院
の受託者及び運営委員会の構成員からの解任を含む救済を求めて高等法院に
出訴した。その主張の骨子は、Sant Jeet Singh が初代聖者の後継者として、
1991年の信託証書の下で、受託者を解任し任命する権限をもっており、彼
が 2004年に第 1被告から第 4被告までの 4人をバーミンガムの寺院の受託
者及び運営委員会の構成員から解任したことは適法であるというものであっ
た（para. 13）。被告らは、2002年に二代目の聖者が後継者を任命しないまま
亡くなっており、1991年の証書にいう「後継者」とは二代目聖者のみを指
すなどと反論し、第 1被告から第 4被告までの 4人はバーミンガムの寺院
の受託者であることの宣言的判決などを求めて反訴した（para. 14）。その
後、原告は請求の詳細を変更しようとしたが、被告はそれに反対し、さらに
本件請求は司法判断不適合の争点を提起しているものなので斥けるべきだと
主張した。これらの点について、バーミンガム地方登録所（District Registry）

（Cooke裁判官）は原告の請求の変更を認め、被告の主張を斥けた（18）。被告の
上訴に対し、控訴院（Mummery裁判官。Hooper 裁判官と Pitchford裁判官が同

（18）  ［2011］ EWHC 2442 （Ch）.
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意）は、結局、後継者は誰であるかという、シク教及びニーマラ派の宗教上
の信仰及び実践に依存する問題になるので、この争点を判断できる「司法的
な又は管理可能な規準」が存在しないとして、これを認めた（19）。そこで、原
告が最高裁に上訴をした。

【判旨】　最高裁は、Neuberger裁判官、Sumption裁判官、Hodge裁判官が共
同で次の意見を書き、これにMance裁判官、Clarke裁判官が同意するかた
ちで、全員一致での判決を下している。
争点は、① 1991年の証書（Deed）が、受託者の任免権を従来の第一聖者
から、これに加えて「その継承者」としたことが、寺院建設時の条件であっ
た 1987年の 2つのメモランダムに反しており無効ではないか、②「その継
承者」とは二代目聖者に限定されるいか否か、③ Sant Jeet Singhは三代目聖
者であるか、④ Sant Jeet Singhがシク教の教義から逸脱しており後継者とし
て不適格であるか否かであるとした。最高裁は、まず①②の争点を検討し、
その後に司法判断不適合性の原理をみたうえで、控訴院が③④は司法判断適
合性を有しないとした判断が正しかったかを判断するとした（paras. 18-20）。
そして、①については、受託者がみずからその条件に基づき任命された証
書の有効性を争うことはできず、また信託が最初に委託者により曖昧なある
いは一般的な言葉で設定されているときには受託者がその内容を具体的なも
のとする証書を作成することができる旨を示した先例に従い、本件の証書も
有効であるとした（paras. 22-34）。②については、「その承継者」が単数形で
あるものの、証書が時間を限定しておらず、複数の含意があるのが自然であ
るとしつつも、事実関係の詳細が重要であるとして、断定はせずに次の論点
に進むとした（paras. 35-36）。
そして、③④の論点に入る前に、司法判断不適合の問題について一般的な
判示を行う。控訴院のMummery裁判官は、Buttes Gas判決（1（5）参照）

でWilberforce裁判官が「裁判所は、外国の主権国家の間の取極めについて
は司法判断を行わない」という「司法の抑制又は回避」という一般原則があ

（19）  ［2012］ PTSR 1697.
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り、そしてこれは裁量の問題ではなく「司法手続の性格にまさに内在する」
法の原理であると述べていたことを引用し、ある争点について判断をするた
めの客観的な司法上の規準がないとき、裁判所はその争点を司法判断不適合
と判断しなければならないのだとして、本件で問題となっている行為は宗教
上の信仰によるものであって、それは客観的な評価を行うことができないの
で、これと同様に考えなければならないとしていた（paras. 38-39）。しかし、
最高裁は、このMummery裁判官の Buttes Gas判決の理解は間違っていると
した。すなわち、最高裁によると、Buttes Gas判決が司法判断不適合と判断
した理由は、国際法に関わる問題を裁判官が判断することができないからで
はなく、次の 2つの理由からこの争点が政治的（political）であったからであ
る。すなわち、第一に、「外交関係上の行動を担当する国家機関としての行
政府の固有の領域に踏み込むもの」であるからであるとともに、第二にその
適法性を判断するための「司法的又は管理可能な規準（judicial or manageable 

standards）がない」からである。本件で司法判断を行うには、「法ではなく権
力政治により統御される主権国家の決定や行為を評価しなければならない」。
最高裁によれば、同事件でこのような結論が導かれた理由は、主権国家の政
治的な活動という文脈以外にはないというのである（para. 40）。
そのうえで、最高裁は、イギリスの裁判所が争点を判断できない結果を導
く多くのルールがあるものの、主権免除（state immunity）は管轄権から外す
もの、国家行為の法理（state doctrine）はある者のある行為に関して責任
（liability）を免除するもの、外国で刑事、歳入、公法に関する法の強行
（enforcement）をしないというルールや外国の土地の権原に関しイギリスの
裁判所が判断を下さないというルールはイギリスの裁判所の権能の領域的な
限界に依拠するものであって、司法判断不適合性という用語は、これらと異
なるものを意味するという。「司法判断不適合の語は、争点が、その主題の
みを理由として、司法的な決定に内在的に向かないと言われるものである」。
そして、これは 2つのカテゴリーに分けられるとする（para. 41）。

　 「第一のカテゴリーは、問題となっている争点が、われわれの権力分立
の観念に基づき裁判所に割り当てられた憲法上の権限の外にある場合で
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ある。このカテゴリーに入る事案は稀であり、そしてそれは正当なこと
である。というのは、この結果裁判が拒否されることがコモン・ロー又
は欧州人権条約 6条に基づき正当化されるのは例外的にすぎないからで
ある。典型的な事案は、外国との取極めの司法判断不適合と議会内部の
手続の司法判断不適合である。前者は、部分的には、直接に英国の外国
との関係に影響を与える事項における、行政府の権限に対する裁判所の
権限の憲法上の限界に基づいている。権力分立に基づいている限りで、
Buttes Gas and Oil Co. v Hammer （No 3） ［1982］ AC 888, 935-937は、この
類型のリーディングケースである。もっとも、現在この法理にかかわ
る、国家の「取極め」という類型の境界は、40年前に比べて現在では
相当に不明確になっている。後者は、議会の権限に対する裁判所の権限
の憲法上の限界に基づいている。すなわち、Prebble v Television New 

Zealand Ltd ［1995］ 1 AC 321（20）である。これらの事案すべての特徴的な
性質は、禁止領域がいったん特定されるならば、たとえそれ自体は疑問
の余地なく司法判断適合性がある他の争点を決定するためにその領域に
入る事項について裁判所が判断する必要があるとしても、裁判所はそれ

（20）  原告はニュージーランドの国有企業担当大臣（Minister for State-Owned Enterprises）で
あり、被告の放送局が政府を批判する番組の中で行った、政府が国有財産を民間に売却
した際に、大臣であった原告が、見返りに労働党に寄付を得る動機から不当に有利な条
件で売却することを図ったという旨の表現が原告の名誉を毀損したとして、損害賠償を
求めて出訴した。

  被告が反論の中で、第一に、原告やその他の大臣たちが下院で人々を誤認させる発言
をしたと主張したこと、第二に、下院で法律を提案・通過させたことで謀議が実行され
たと主張したので、原告は、これらの主張が議員特権を侵害し 1689年権利章典法 6条に
違反するとしてこれらの主張の排除を求めた。一審のニュージーランド高等法院はこれ
を認め、ニュージーランド控訴院もこの決定を維持しつつ、議員特権の放棄が議院及び
当該議員によってなされるまで本案の手続を停止することを命じた（［1993］ 3 N.Z.L.R. 
513）。議院の特権委員会は特権を放棄する権限をもたないと決議し、原告は枢密院司法
委員会に上訴した。枢密院司法委員会は、議会における発言や行為について、真実でな
いのではないか、不当な動機によるものではないか、といったことを訴訟手続の中で当
事者が質問することは議員特権の侵害になるとして、本件で被告が提出した訴答書面や
書類を排除したことは正当であったとしつつも、本件ではこれらの書面や書類を排除し
たとしても名誉毀損とされた事項を正当化することは妨げられないので、すべての事情
を考慮すると本案の手続は停止するべきではないとした。
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を判断してはならないということである。司法判断不適合の争点によっ
て請求に対する防御が抑制される場合には、このことのために、そうで
なければ司法判断適合性がある請求を、それが公正に審理できないこと
を根拠に斥けることが必要となるかもしれない。……」（para. 42）

　 「第二のカテゴリーの司法判断不適合の事案の根拠は、まったく異なっ
ている。このカテゴリーには、私的な法的権利・義務（private legal rights 

or obligations）にも公法上の審査可能な事項（reviewable matters of public 

law）にも基づかない請求・抗弁が含まれる。その例として、家庭内の
紛争や、当事者が法的関係に影響を与えることを意図していない取極
め、原告の私的な権利にも公法上の審査可能な問題にも関わらない国際
法上の争点がある。裁判所が抽象的に判断することを求められるなら
ば、その意味で司法判断不適合となる争点もあるだろう。しかし、それ
にもかかわらず、これらの争点は、それを解決することが、それ自体は
司法判断適合的である他の争点を決するために必要であるならば、解決
しなければならない。もっともよく知られる例が、公法の領域に存在す
る。裁判所が、外国の主権国家の国際的な行為について裁定したり、外
交上の活動における国王大権の行使を審査したりすることを拒否すると
き、裁判所は、公法上であれ私法上であれ市民の法的権利にかかわらな
いことを根拠として拒絶するのが通常である。たとえば、R （Campaign 

for Nuclear Disagreement） v Prime Minister ［2002］ EWHC 2777 （Admin）（21）

や R （Al-Haq） v Secretary of State for Foreign and Commonwealth Affairs 

［2009］ EWHC 1910（22）である。後者の事件は第 60パラグラフで Cranston

裁判官が述べている通り、『国内での足場がない』。しかし、裁判所は、
これらの事項についても、司法判断適合的だという正当な期待あるいは
欧州人権条約上の権利がそれに依拠している場合には判断を行ってい
る。たとえば、R （Abbasi） v Secretary of State for Foreign and Commonwealth 

（21）  （1）①を参照。
（22）  （1）④を参照。
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Affairs ［2003］ UKHRR 76（23）である。同じことが、かかる事項に依拠す
る私法上の責任が主張されているならば妥当するだろう。Bingham裁判
官が R （Gentle） v Prime Minister ［2008］ 1 AC 1356（24）の第 8パラグラフで
述べている通り、『司法裁判所が伝統的に、その争点を解決するのにふ
さわしい組織であることについて限界があることを認識して、立ち入る
のを強く遠慮してきた争点がある。このことは、原告が法的権利をもつ
場合に裁判所がそれを決定できないということを言っているわけではな
い。被告は、もし原告が法的権利をもつならばその争点は裁判所におい
て司法判断可能であることを受け入れて、裁判所が立ち入ることのでき
ない領域を区切ろうとはしていない』」（para. 43）。

そして、宗教上の信仰に関して本件と同様の問題を取り扱ったカナダの最
高裁判決（25）を参照して、全員一致の判断ではなかったものの、「裁判所は、
請求が実定法で承認されたルールの侵害に基づいているものであるならば、
宗教的な性質をもつ問題を考察することを妨げられない」とする多数意見の
本質的な立場は反対意見の裁判官にも受け入れられていたと述べる（para. 44）。

Neuberger裁判官らの意見は、ここまで整理したうえで、③④の論点に入
る。イングランドでもスコットランドでも、「裁判所は、宗教上の信仰の真
実性について、あるいは特定の教義の妥当性について判断を行わない。しか
し、原告が宗教上の争点に依拠する私法上の権利・義務の強行を裁判所に求
めるときには、裁判官はかかる宗教上の争点について、客観的に確証をもつ
ことができる場合には決定しなければならないだろう。裁判所は、〔宗教〕

（23）  2（4）④を参照。
（24）  2（4）①を参照。
（25）  Brucker v Marcovitz ［2007］ 3 SCR 607. ケベック州の裁判所により離婚を宣言された妻

が、夫が彼女にユダヤ教の教義に基づき渡す「ゲト」を渡さなかったことに対する損害
賠償を請求した事案で、控訴院は、この夫の義務の実質は宗教上の性質をもつものであ
り司法判断不適合だとして請求を斥けたのに対し、最高裁は、「宗教上の要請、『義務』、
戒律、習慣又は儀式の主観的な理解の内容について、明示的にも黙示的にも司法の解釈、
決定を行うことは避けなければならない」ことを認めつつも、そのことによって、裁判
所がその宗教的な行為の民事上の帰結に効力を与えることは妨げられないとして、司法
判断適合性を認めた。
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共同体の構成員の他の構成員もしくはその統治体に対する契約上の権利を強
行したり、信託に基づき保有する財産を当該信託の目的で使用することを確
保したりするために裁判所の管轄権の発動を求められる場合には、宗教上の
信仰の問題に応えている」（para. 45）として、裁判所が宗教共同体の管理機
関の行為が権限―契約に基づく定款に基づくものとされる―を踰越し
ていないかを判断してきたこと、宗教団体内部の解任や懲戒処分をめぐって
も、権限踰越や公正な手続ルールの根本的な違反である場合には、裁判所は
管轄権を行使してきていること、そしてまた裁判所は宗教目的の信託財産の
所有や管理をめぐる紛争を裁定し、そのために必要であれば信仰上の基本的
な教義を確認するというルールが確立したことなどをいくつもの先例を引用
しつつ述べて、「この明らかな一連の先例は、裁判所が宗教上の紛争を司法
判断不適合であると取り扱うことができる、という考え方と、宗教上の紛争
の決定が法的権利が争われている問題を決定するために必要である場合には
矛盾している」とする（para. 54）。結局、誰が信託を管理する受託者である
かを決定するために宗教上の教説や実践の事項に関して裁定をしなければな
らず、Saint Jeet Singhが受託者を任命、解任する権限をもつかという問題
は、（i）第一聖者とニーマラ派の基本的な教義が何であるか、（ii）インドに
おけるニーマラ派の組織の性格はどのようなものであるか（iii）第一聖者の
後継者となるために必要な段階及び様式は何であるか、（iv）④の争点に関
して、Saint Jeet Singhの教説や個人的資質が基本的な宗教目的と信託目的に
適合しているかに依拠するとしたうえで（para. 59）、最高裁は、上訴を認容
し Cooke裁判官の判断を復活させて、高等法院に差戻しを命令した（paras. 

60-61）。

【コメント】　この判決は、司法判断不適合の内容を比較的長く一般的に判示
しているところが注目される。
それによると、司法判断不適合性は国際法上の管轄権や国家行為の法理、
裁判所の権能の領域的限界の問題とは区別され、ある争点がもっぱら「主題
（subject matter）」により司法上の判断に馴染まないことを指すとされる。そ
して、司法判断不適合性とされる事案は二つの類型に分けられるとする。第



イギリスにおける司法判断適合性（justiciability）について（2）〔上田　健介〕

（65）

一の類型は、権力分立に基づき裁判所の権限の外にあるとされるものであ
る。具体的には、日本法でいえば議院自律権の問題と、行政府の固有の権限
行使である。もっとも、後者は外交関係上の行為（国家間の取極め）に限定
されており、しかもその境界は曖昧になってきているとされる。第二の類型
は、「私的な法的権利・義務にも公法上の審査可能な事項にも基づかない請
求・抗弁」である。具体的には、家庭内の紛争や当事者が法的関係に影響を
与えることを意図していない取極め、原告の私的な権利にも公法上の審査可
能な問題にも関わらない国際法上の争点が挙げられ、また抽象的な問題も含
まれるとされている。
日本法との比較という観点からいうと、この第二類型が、日本法でいう

〈具体的な権利義務ないし法的関係の存否に関わらず、あるいは終局的に法
的な解決ができない紛争〉に対応しているように思われる点が非常に興味深
い。もっとも、日本法では法律上の争訟でない事項がイギリス法では司法判
断不適合として扱われていることになり、この違いをどうみるのかは問題と
なる。
比較法の観点からも、もうひとつ注目されるのは、ある争点が司法判断不
適合であったとしても、司法判断可能な問題―権利義務にかかわる法的
問題の解決―がその争点に依拠している場合には、事件全体としては司
法判断を行っている点である。本件で問題となった宗教上の教義に関する争
点についていえば、受託者が誰であるかを決定するために必要であれば、裁
判所は基本的な教義を認定しこれに基づき判断を行うことを示している。

②　R （on the application of Gulf Centre for Human Rights） v Prime Minister （26）

この判決は、Shergill判決を参照したものではないが、次の③の判決をよ
りよく理解するために有用であり、また大臣行為規範という、内閣レベルで
首相が定める、一般には政治的な文書だと理解される文書の解釈をめぐって
訴訟が提起されたという興味深い事件であるので、ここで取り上げておきた
い（27）。

（26）  ［2018］ EWCA Civ 1855.
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【事案】　大臣行為規範が 2015年に改定された。2010年版では、1.2項は、
「本大臣行為規範は、国際法及び条約上の義務を含む法を遵守し、司法の運
営を保持し及び公的生活の高潔性を保護するという、包括的な大臣の義務並
びに連立協定に沿って解釈しなければならない」と定められていたが、2015

年版では、このうち「国際法及び条約上の義務を含む」が削除された。そこ
で、原告は、この部分の削除が、第一に諮問なしに行われたので合法性の原
理に違反する、第二に不適切な目的・方法で行われた、第三に不合理であ
る、という 3点を根拠に司法審査を提起した。しかし、Cranston裁判官は書
面でこの申請を不許可とし、Mitting裁判官は、口頭審理を行ったが再び申
請を不許可にしたので、原告は、このMitting裁判官の判断に対し、①大臣
行為規範 1条 2項の意義を誤って性格づけていること、②この改正に対す
る司法審査が勝訴の見込みがないとしていることが誤っていること、③この
1.2項の内容が直接の法的義務を生じさせるものではないことを理由に異議
申立てが適切ではないと結論づけていることが誤っていることを理由として
上訴した。Arden裁判官は、①の理由に基づく上訴は斥けたが、②③の理由
に基づく上訴に対し、原告が 2010年版と 2015年版との意味が異なることを
示すことができる限りという条件付きで許可を付与した。そこで原告が上訴。

【判旨】　控訴院は、Maldon裁判官、Etherton記録長官、Hamblen裁判官が
共同で意見を書いており、次の理由から、上訴を斥け司法審査申請を不許可
とした。すなわち、まず、次の文言解釈を行う。第一に、2010年版も、法
の遵守に関して、何らかの独立した義務を創設するものではなく、「包括的
な義務」というのは大臣がもともと負っている義務を意味するものである。
第二に、2010年版の「国際法及び条約上の義務」は「法を遵守する」こと
に含まれており、「国際法及び条約上の義務」も「包括的な義務」の単なる
一部分である。第三に、2010年法の鍵となる義務は、「法を遵守する…包括
的な義務」であり、2015年版においてもそれは変わらない。第四に、「法を
遵守する」義務への言及は一般的で留保が付されていない。これらの文言や

（27）  大臣行為規範については、拙著『首相権限と憲法』（成文堂、2013年）14頁を参照。
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1.2項の位置づけから、この削除は実質的な意味の変更を含むものではな
い。仮にこのことに疑いがあるとしても、議会での質疑の中で外務大臣が改
定後の大臣行為規範の下でも国際法を含む法を遵守する義務があることを述
べており、さらに、政府は、実質的な変更は何もなされていないことをこの
訴訟の中で認めている。仮に裁判所がこの条項につき政府が繰り返し述べて
いることが政府の意図していないものであると解釈するならば、それはあま
のじゃくであろう。これらを理由として、この削除は実質において何ら変更
を加えるものではないと判断し、従って上訴を斥けるとした。

【コメント】　司法審査申請の不許可に対する異議申立てにつき、控訴院が大
臣行為規範の文言の修正が実質的な内容の変更を伴うならばという条件付き
で上訴を認め、控訴院が実質的な内容の変更はないとして司法審査申請を不
許可とした判決である。結論としては事件が入口で斥けられるかたちとなっ
ており、その点をみれば司法判断不適合とされた事件だとみることもできそ
うであるが、その判断を行うにあたり大臣行為規範の条項の意味を検討して
おり、次の③事件の原告側代理人によれば、本件は大臣行為規範の解釈の司
法審査適合性を認めたものだということになる。

③　R （on the application of FDA） v Prime Minister（28）

内務大臣の職員に対する言動が不適切なものでなかったか問題となったと
ころ、首相は、内務大臣の行為は大臣行為規範に違反していないと判断した
ため、職員の労働組合がその判断のもとになっている首相による大臣行為規
範の解釈が誤っている旨の宣言的判決を求めた事件である。高等法院は、こ
こで問題とされた大臣行為規範の条項の解釈については司法判断適合性があ
ることを認めたうえで、首相の解釈に誤りはなかったとの実体的な判断を下
した。

【事案】

（28）  ［2021］ EWHC 3279 （Admin）.
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2020年 2月 29日に内務次官が辞任した。しかし、彼は、これは事実上の
解任でこの解任は不公正であると主張して内務省を相手に訴訟手続を開始す
るつもりであると声明を発表した。これに加え、彼は、内務大臣が職員に罵
声を浴びせたり（shouting）悪口を言ったり（swearing）といった不適切な言
動を行っていたことにも言及した（paras. 14-15）。そこで、大臣行為規範 1.6

項に従い、首相は内閣府に事実の確認を行うよう求めた（29）。内閣府は 2020

年 7月 30日に報告書を提出した。また首相は、大臣利害関係担当独立アド
バイザーであるアレックス卿に助言を求め、7月 3日に彼から書面での助言
を受けた。その助言によると、「内務大臣は大臣行為規範によって公務員の
取扱いにつき求められる高度の行為規準を一貫しては充足していなかった。
彼女の接し方は、時折、個人が感じる衝撃としていじめであると描写するこ
とができる行為に至っていた。その範囲で、彼女の行為は、意図的でなかっ
たにしても、大臣行為規範に違反していた」（para. 17）。これをうけて、首相
は声明を発表した。その内容は、上記の独立アドバイザーの見解にも触れな
がらも、「首相は、アレックス卿の、今提起されている懸念の多くはその当
時には唱えられていなかったこと、そして内務大臣は彼女が与えた衝撃を認
識していなかったことという助言を書き留めている。首相は、内務大臣が一
緒に働いていた者を不注意で困らせてしまったことを後悔していることに納
得している。首相はまた、内務省の中の関係、実務、文化が大きく改善され
たことにも納得している。大臣行為規範の審判者として、アレックス卿のこ
れらの助言を考慮しすべての要素を衡量したうえで、首相の判断は、［内務
大臣は］大臣行為規範に違反していないというものである。首相は内務大臣

（29）  大臣行為規範 1.6項と本文で後に出てくる 1.2項は次の通り。1.6項「大臣は本規範に
照らしてどのように行為及び行動するかを決定したことにつき、及びその行為及び行動
を議会及び公衆に対し正当化することにつき、個人的に責任を負う。しかし、大臣が在
職するのは、もっぱら首相の信任を保持する限りである。首相は、大臣に期待される行
動の規準及びその規準の違反に対する適切な帰結に関する究極の裁定者である」。1.2項
「大臣はそのすべての業務（dealing）においてプロフェッショナルでなければならず、接
触するすべての者を考慮と敬意をもって取り扱わなければならない。公務員、大臣及び
議会の同僚並びに議会職員を含むすべての勤務上の関係は適切なものでなければならな
い。ハラスメント、いじめ（bullying）その他の不適切又は差別的な言動は、それがどこ
で起きるものであっても、本規範に適合せず、寛大に扱われてはならない」。
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を全面的に信頼しており、この問題は今や終結したと考えている。首相は政
府の優先政策の実施を支援するため非常に精力的に働いている数千人の公務
員に感謝している」（para.18）というものであった。
原告は公務員を代表する労働組合であるが、内務大臣は大臣行為規範 1.2

項に違反していなかったというこの首相の決定に異議を唱えて司法審査を請
求した。この請求で求めた救済手段は、首相が大臣行為規範の中の「いじ
め」という語の解釈を誤っている旨の宣言的判決であった。その基礎にある
のは、首相が、同項の「いじめ」に該当するには行為が相手を動揺させある
いは畏縮させるものであったことを行為者が認識していなければならないと
考えていたという点で大臣行為規範 1.2項を誤って解釈していたというもの
である（paras. 20-22）。

【判旨】
高等法院の判決であり、Lewis裁判官が判決を書いている。ここでの争点
は、第一に、この請求に司法判断適合性があるか、第二に、大臣行為規範
1.2項の「いじめ」の語の意味の理解について被告が誤っていたか、であ
る。判旨を簡潔に示せば、第一の争点について肯定しつつも、第二の争点に
ついて、声明を精査すると、首相の《大臣行為規範に違反していない》とい
う判断は、内務大臣の行動が《いじめ》でないという認定をしているのでは
なく、関連するすべての要素を見たうえで《大臣行為規範に違反していな
い》と記録することが正しいとは考えていないのか、この行動はすべての状
況を考慮に入れて、首相が当該大臣に対する信認を失わせるものではないた
めに、解任という制裁を根拠づけるものではないのか、どちらかであり、首
相は、原告の主張するように、行為者が引き起こされた害悪あるいは侮辱を
認識していない又は意図していないならば大臣行為規範 1.2項にいう《いじ
め》に該当しないという考えのもとに判断を行っていたとは考えられないと
して（paras. 49-60）、原告が主張するような誤解はなかったと結論づけてい
る（para. 61）。
本稿との関係で重要なのは、第一の争点についての判断であり、以下では
その論理を詳細にみる。まず、予備的な所見（preliminary observations）とし
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て、判決は次のように述べる。「司法判断適合性の概念は、紛争が司法判断
に向いているか、紛争に司法判断が可能であるかという問題に関わる。裁判
所が適切に裁定を行うことができる法的問題を惹起しない紛争、より正確に
いえば争点が存在する」（para. 31）。「司法判断が不適合であるか否かの問題
は、究極には、裁判所が紛争の判断に関与することについて適切な限界を画
する法原則又は法準則により決定されるべきである。それは裁判所にとって
裁量の問題ではない。……裁判所が紛争を取り扱ってはならない又は救済手
段を付与するのを拒絶できる他の裁量的な理由はある。そこには、他の救済
手段があることや、あるいは請求が当事者間において学問的なものになって
いる事実（もっとも、裁判所は例外的な状況ではその争点を取り扱う裁量を有
しているが）といった事項が含まれる。他の例として、原告が勧告的な宣言
的判決、すなわち制定法その他の法文書の規定の意味に関して抽象的に付与
される宣言的判決を求めている場合がある。大いに、本件の請求は勧告的な
宣言的判決、すなわち、大臣行為規範 1.2項の文言の意味に関する宣言的判
決を求めるものである。裁判所は、今は、例外的な状況では勧告的な宣言的
判決を付与する管轄権を有していると認識されている。しかしながら、裁判
所が勧告的な宣言的判決を付与することを拒否することができる多くの理由
があるだろう。とくに、解釈の問題を考えるには、仮説的又は仮定的な事実
に照らしてよりも現実の事実に照らしてこれを行う方が望ましいという事実
である」（para. 32）。
次に、司法判断適合性の問題に対するアプローチの仕方について、「紛争
の主題（subject-matter）のために、その紛争が、裁判所が法の準則を適用す
ることによる決定に内在的に合わないものになるだろう。紛争における争点
が法的手続の一部として裁判所によって解決されるのに向く、あるいは解決
されることができる争点ではない状況には様々なものがある」として、外交
関係に影響を与える事項における行政府の行為や議会内部の行為を挙げ
る（30）。また、「他の争点が、裁判所による解決に服することができない純粋

（30）  ここでは、Wheeler 判決（（1）②参照）と R （on the application of McClean） v First 
Secretary of State ［2017］ EWHC 3174 （Admin）を参照して「裁判所は常にかかる事項が排
他的に議会に適した事項であって裁判所では司法判断不適合であると認識してきた」と
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に政治的な争点を提起するものとして認識されている」として、大臣の任命
や解任、あるいは首相が大臣を職に留める決定を挙げる。「かかる純粋に政
治的な決定を判断することのできる司法的な規準（judicial standards）はな
い」ので司法判断不適合になるという（para. 34）（31）。
そして、Shergill事件（①参照）の第 41パラグラフから第 43パラグラフ
を「司法判断不適合の原理の運用に関する一般的な叙述（再び、網羅的な分
析ではないが）」として引用する（para. 36）。
これを踏まえて、本件を検討する。本件の争点に関して、まず、「いじ
め」や「ハラスメント」、「差別的な言動」という文言は裁判所により解釈す
ることができる。さらに、主題（subject-matter）は「裁判所又は審判所が、
適切な事件において、関連する文言が意味するものを決定することができる
もの」である。したがって、「現在の形式の大臣行為規範が、もし違反行為
者が発生した害悪を認識していなかったか意図していなかったならば、この
不快にする行為を 1.2項のいじめの定義から外しているか否か、という問題
は司法判断適合性があると考える」と述べる（para. 38）。
これに続いて、判決は、翻って、この文言の解釈は司法判断適合性がない
とする理由を検討する。第一に、大臣行為規範は制定法上の根拠をもたない
点には同意するが、「そのこと自体からこの結論が導かれるものではない」。
第二に、「大臣行為規範の諸規定の一部分、もしかしたら大部分は、政治的

述べる。後者の事件は、原告が 2017年総選挙後に少数与党となった保守党が北アイルラ
ンド民主統一党との間で締結した「信任歳出協定」について、第一に不当な目的で公金
の歳出をもたらしたこと、第二に 2010年贈収賄法違反であることを根拠として司法審査
申請をしたが、申請が不許可となったあとに、被告側が受領証明書（the 
acknowledgement of service）の準備費用に加えて口頭審理の費用の負担を原告側に求めた
ものである。受領証明書の費用は敗訴した原告が負担するのが通常であるものの、口頭
審理の費用を敗訴した原告が負担するのは例外的な場合に限られるのが判例であるため、
本件がそれに該当するのかが争点となったが、高等法院（Sales裁判官）はこれを認め
た。この中で、本案における原告請求の第一の根拠について、Wheeler判決を参照しなが
ら、議会で投票により行われたことを裁判所が審査するのは議会特権によりできないと
いうのが原理であり、この原理によって、議員が「信任歳出協定」の遂行として投票で
行動することを裁判所が議論することもできないので、この争点は司法判断不適合だと
した（para. 22）。

（31）  ここでは、GCHQ判決の Roskill裁判官の判示（2（2）参照）を参照する。
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な事項（内閣の連帯責任に対する言及といった事項）又は大臣の議会との関係
に関わる事項なので司法判断適合性がないということに同意する。これらの
事項は裁判所ではなく首相の判断に服することが意図されている。しかし、
このことから、大臣行為規範のすべての部分が司法判断不適合として扱われ
るべきであることは導かれない。かかるアプローチは、法源ではなく特定の
主題に焦点を当てる必要があるということと適合しないだろう」と述べる
（para. 39）。そして、1.2項が政治的な性質ではなく、職場の中で期待される
規準であることを明確に述べたものであるとしたうえで（para. 40）、次のよ
うな判断を示す。

　 「我々は、ある決定―大臣を解職する又は留任させる決定のような
―が司法判断適合性をもたないことを受け入れる。しかしながら、
大臣行為規範の唯一の目的は大臣が首相の信任を保持するために充足し
なければならない規準を定めるものであるという被告の主張は受け入れ
られない。大臣行為規範は、大臣が遵守することを期待される規準を定
めている。この版の 1.5項及び 1.6項で大臣行為規範が述べる通り（32）、
大臣行為規範は大臣がどのように行為し業務を手配するべきかに関して
ガイダンスを与えている。大臣は、どのように行為しどのようにみずか
らを処するかにつき、大臣行為規範に照らして決定すること、及び公衆
に対するものを含めてみずからの行為を正当化することについて個人的
に責任を負う（personally responsible）。このようなものとして、大臣行為
規範は、単に、内閣総理大臣が大臣に対する信任を停止させることがで
きる事情を記述するもの以上のことを行っている。実に、大臣は首相が
彼又は彼女に対する信任を保持し続ける限りで職を保持するという事実
は、首相が大臣行為規範を発した文脈で常にあり続けてきたものの、こ

（32）  大臣行為規範 1.5項は次の通り。1.5項「本規範はこれらの規準を保持するためどのよ
うに行為しその業務を手配すべきかに関して大臣にガイダンスを与える。本規範は特定
の状況で適用できる原理を掲げる。本規範は政府のすべての構成員に適用され、この構
成員には 3.7-3.12項にいう議会担当秘書官（Parliamentary Private Secretaries）を含む」。
1.6項は注（29）を参照。
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の事実が現行の大臣行為規範の 1.6項の最終文で定められているかたち
で明示的に挿入されたのは 1997年であったのである。
　 　我々は、大臣行為規範の中の文言の解釈をめぐる紛争が大臣の解任又
は留任の決定に非常に密接に関連するので、その解釈上の争点を大臣の
地位から切り離すことができない場合があることを認める。このような
場合には、当該紛争は司法判断適合性がない。しかし、本件はそうでは
ない。本件は、首相が、1.2項の文言を、行為者が心配、混乱させ又は
攻撃することを認識せず又は意図しなかった場合における攻撃的なふる
まいを含まないと解釈したことによって、大臣行為規範の解釈を誤った
か否かという問題に関わる。我々は、この特定の争点は司法判断適合性
があると判断する」（paras. 41-42）。

【コメント】
本判決は、第一に、大臣行為規範は、制定法上の根拠をもたず、厳密には
法的なものではないともいえる文書であるにもかかわらず、そのことだけで
司法判断適合性を否定せず、第二に、司法判断適合性は主題に着目して判断
することを強調して、たしかに大臣行為規範の多くは政治的な事柄であるか
ら司法判断適合性をもたないとしつつもすべてがそうではないとして、1.2

項の解釈に関わる本件について司法判断適合性を認めた点に特徴がある。そ
の判断に関連して、大臣行為規範は大臣が首相の信任を得て職を保持し続け
るための条件を首相が定めて大臣に示したものという性質だけでなく、大臣
がみずからの行為にあたり遵守すべき―そして遵守していることを公衆
に対しても正当化しなければならない―規準としての性質ももつことを
示唆している点も注目される。
これを、本判決が長文で引用する Shergill判決における司法判断適合性の
判示との関係でみると―本判決はこの点について明示的に述べているわ
けではないが―次のように整理できそうである。本判決は、Shergill判決
の引用の前に、司法判断適合性がない争点として、ⓐ権力分立のもと、裁判
所に割り当てられた憲法上の権能（constitutional competence）を超える争点
（例として外交関係に影響を与える行政府の行為や議会内部の行為が挙げられる）
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と、ⓑ判断の規準がなく、裁判所の裁定に服さない純粋に政治的な争点（例
として大臣の任命が挙げられる）があることを示していた。また、Shergill判
決の引用の後に、本件の判断として、㋐「いじめ」等の 1.2項第 3文の文言
は裁判所が解釈でき、また職場における行動の規準は政治的な性質をもつ事
項ではないこと、㋑大臣行為規範の規定の中には連帯責任や議会との関係な
ど政治的な事項も多く、これらは裁判所ではなく首相の判断に服するので司
法判断適合性がないものの、本件で問題となった職場における行動の規準は
単に大臣が首相の信任を得て在職するための条件というにとどまらず、自ら
の行為を公衆に対しても正当化するという意味で個人的に責任を負うもので
あることを挙げて、本件におけるこの争点は司法判断適合性があると結論づ
けたものである。

Shergill判決における司法判断不適合の 2つのカテゴリーとの関係でいえ
ば、ⓐが第一のカテゴリーに対応することは明らかであり、ⓑが第二のカテ
ゴリーに対応することもたしかであろう。ただ、第二のカテゴリーは、「私
的な法的権利・義務」「公法上の審査可能な事項」に関わらないという表現
であったのに対し、ここでは政治的な争点

4 4 4 4 4 4

で判断の規準がないこと
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

に力点が
置かれている。他方、本件の当てはめでいうと、㋐が第一のカテゴリーに当
たらないとの判示、㋑が第二のカテゴリーに当たらないとの判示であるよう
にみえるものの（33）、㋑は政治的な争点ではないことを強調するだけで、積極
的に「公法上の審査可能な事項」に当たることや、判断の規準があることを
論証しているようにはみえない。また㋐の判示のうち、1.2項の文言は裁判
所が解釈できることは、権力分立との関係における裁判所の権能の話という
より、むしろ第二のカテゴリーの「公法上の審査可能な事項」や判断の規準

（33）  原告側代理人は、Shergill判決を参照して、司法判断適合性がないのは、第一に、権力
分立の観念のもとで裁判所に割り当てられた憲法上の能力を超える争点に関わる場合、
第二に、私的な法的権利・義務あるいは公法上の審査可能な事項の争点に関わらないも
のである場合であるところ、本件で争点となっている大臣行為規範 1.2の解釈は、それ
により権力分立を損なうわけでもなく、また公法上の審査可能な問題であると主張して
いた（ただしそれ以上の細かい論理は判決文からは明らかでない）。さらに、公衆、とく
に公務員は大臣行為規範が正しく解釈されることを確保する資格をもっているとも主張
していた（para. 27）。
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の存在に関わるものであるようにも思われる。要するに、不分明なかたちで
司法判断適合性が拡張されているように思われるのである。後で触れるこの
判決に対する批判も、この点に関わる。

 （続く）
＊本論文は JSPS研究費 22K01148の研究成果の一部である。

（本学法学部教授）




